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しかしながら、現道は、自転車歩行者道
が設置されていないことから、歩行者及び
自転車（以下「歩行者等」という。）は、車
道の通行を余儀なくされ、交通事故の危険
性が高く、歩行者等の安全かつ円滑な交通
が阻害されている状況にある。
本件事業の完成により、幅員が3•5Nの

連続した自転車歩行者道が整備されること
から、歩行者等の交通が自動車交通と分離
され、歩行者等の安全かつ円滑な交通が確
保されることが認められる。
なお、本件事業による生活環境等に及ぼ
す影響については、本件事業は、環境影響
評価法（平成９年法律第81号）等に基づく
環境影響評価の実施対象外の事業である
が、起業者が平成21年９月及び10月に任意
で調査及び検討を実施したところ、本件事
業は、自転車歩行者道の整備を行うもので
あり、これにより自動車交通量が増加する
ものではないことなどから、現状の生活環
境等は維持されるものと予測されている。
したがって、本件事業の施行により得ら
れる公共の利益は、相当程度存するものと
認められる。

] 失われる利益
上記の調査によると、本件区間内の土地
には、文化財保護法（昭和25年法律第214

号）及び絶滅のおそれのある野生動植物の
種の保存に関する法律（平成４年法律第75

号）等により、起業者が保護のため特別の
措置を講ずべき動植物は確認されていな
い。
また、本件区間内の土地には、文化財保
護法による周知の埋蔵文化財包蔵地はな
く、起業者が特別の措置を講ずべき文化財
は見受けられない。
したがって、本件事業の施行により失わ
れる利益は軽微であると認められる。

^ 事業計画の合理性
本件事業は、歩行者等の安全かつ円滑な
交通の確保を目的として、道路構造令（昭
和45年政令第320号）による第４種第２級
の道路に自転車歩行者道の整備を行う事業
であり、本件事業の事業計画は、道路構造
令等に定める規格に適合していると認めら
れる。

また、本件事業の事業計画は、昭和31年
５月７日付けで決定され、平成３年12月17

日及び平成21年１月13日付けでそれぞれ変
更決定された都市計画と基本的内容につい
て整合しているものである。
さらに、本体事業の施行に伴う農業用水
路付替工事の事業計画についても、施設の
位置、構造形式等を総合的に勘案すると適
切なものと認められる。
したがって、本件事業の事業計画につい
ては、合理的であると認められる。
以上のことから、本件事業の施行により得
られる公共の利益と失われる利益を比較衡量
すると、得られる公共の利益は、失われる利
益に優越すると認められる。したがって、本
件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄
与するものと認められるため、法第20条第３
号の要件を充足すると判断される。
４ 法第20条第４号の要件への適合性
\ 事業を早期に施行する必要性
３\で述べたように、現道は、自転車歩
行者道が整備されておらず、歩行者等が危
険にさらされていることから、できるだけ
早期に歩行者等の安全かつ円滑な交通の確
保を図る必要があると認められる。
したがって、本件事業を早期に施行する
必要性は高いものと認められる。

] 起業地の範囲及び収用又は使用の別の合
理性
本件事業に係る起業地の範囲は、本件事
業の事業計画に必要な範囲であると認めら
れる。
また、収用の範囲は、すべて本件事業の
用に恒久的に供される範囲にとどめられ、
それ以外の範囲は使用としていることか
ら、収用又は使用の範囲の別についても合
理的であると認められる。
したがって、本件事業は、土地を収用し、
又は使用する公益上の必要があると認められ
るため、法第20条第４号の要件を充足すると
判断される。
５ 結論
以上のとおり、本件事業は、法第20条各号
の要件をすべて充足すると判断される。
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規 定 に 基 づ き 、 告 示 す る 。
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分 の み 。 ）
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